
1. はじめに

木質バイオマスのエネルギー利用に伴い発生する

燃焼灰（以下，灰とする）は，エネルギー事業の安

定化，廃棄による環境負荷，資源の循環利用といっ

た観点から有効利用が必要とされ1-3)，木質バイオ

マス燃料の使用量増加とともにその重要性が増して

いる。灰の利用を進める上では，灰の発生や利用の

実態および課題を把握することや，利用技術の開発

が必要であるが，灰の発生や利用に関する実態報告

例は少ない。

そこで筆者らは，木質バイオマス燃料を用いる燃

焼装置を有し，得られたエネルギーを自ら利用もし

くは他者へ販売する北海道内の事業者（以下，事業

者とする）を対象に，郵送アンケート（以下，アン

ケートとする）形式で灰の発生や利用の実態を調査

し，既報4)では主に事業者単位の視点で，灰の発

生・利用の状況や，灰利用に対する事業者の意識，

課題について報告した。本報告では，視点を全道単

位に移し，灰の年間発生量と利用量を推計した結果

を述べる。

2．方法

林野庁実施の木質バイオマスエネルギー利用動向

調査5)で調査対象となっている道内149事業者に対

し，2020年6～7月にアンケートを実施した。その中

では，全事業者を対象に灰の年間発生量や利用割合，

エネルギー利用に関して回答を求めた。また，灰を

利用している事業者には利用方法や関連事項を，灰

を利用していない事業者には未利用の理由を合わせ

て調査した。以上のアンケートの詳しい内容や結果

は，既報4)を参照されたい。

アンケート票を送付した149事業者のうち90事業

者より回答が得られたが，このうち5事業者からは

灰の発生量や利用割合に関する情報が得られなかっ

た。そこで，この5事業者を外した85事業者の回答

を以下の推計に用いた。

第1表は85事業者の構成である。85事業者には，

道内で木質バイオマス燃料を使用する主要な事業者

がいずれも含まれていた。一方，アンケートの回答

が得られなかった64事業者は，木材関連産業，その

他の産業，公共機関の事業者で，関係方面への聞き
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取り等から灰の発生量は小規模（合計しても全体の

数%程度）と推測されたため，85事業者の回答より

道内での灰の年間発生量と利用量を推計することは

妥当と判断した。

85事業者が燃料源とする木質バイオマスは，枝

条・伐根類，低質材，製材工場等の端材・樹皮，建

築解体材およびペーパースラッジ（以下，PSとす

る）であった。このうち，枝条・伐根類，低質材，

端材・樹皮は全ての業種で，建築解体材は公共機関

以外の業種で使用され，PSは紙製造業のみで使用

されていた。これらに由来する灰の事業者あたりの

発生量や利用割合（いずれも階級単位の回答）は，

第2表および第3表のとおりであり，これらの結果を

推計に使用した。

まず，道内の灰の年間発生量は，次のとおり推計

した。各事業者の回答において，灰発生量が500 t/

年未満の場合は，回答階級の中央の値（0.25，0.75，

3，7.5，30，75，300 t/年）を推計に用いた。また

回答が500 t/年以上の場合は，実際の発生量を聞き

取るか，あるいは使用燃料量や灰分率等の情報を聞

き取って発生量を算出した。以上により得られた値

を合計し，道内の灰の年間発生量とした。

次に，道内の灰の年間利用量は，以下のとおり推

計した。各事業者の回答において，灰発生量が500

t/年未満の場合は，回答階級の中央の値（0.25，

0.75，3，7.5，30，75，300 t/年）に利用割合の中央

の値（0，15，35，55，75，95%）を乗じて推計に

用いた。また灰発生量が500 t/年以上の場合は，実

際の利用量を聞き取るか，あるいは利用割合を聞き

取って発生量に乗じた。以上により得られた値を合

計し，道内の灰の年間利用量とした。

なお，以上の推計や結果と考察で取り扱う灰の発

生量，利用量は，すべて生重量である。

Estimation of generated and used amounts of woody biomass combustion ash in Hokkaido

－ 2 －

〔HRO For. Prod. Res. Inst. No.551, 2024〕

第1表 85事業者の構成

第2表 灰の年間発生量別の事業者数

第3表 灰の利用割合別の事業者数



第4表 道内での灰の推計年間発生量，利用量，未利用量

北海道における木質バイオマス燃焼灰の発生量と利用量の推計

3．結果と考察

道内での灰の年間発生量や利用量に関する推計結

果を第4表に示す。PSは紙製造業のみで使用される

燃料源であることから，以下ではPS由来灰を含む

場合と除く場合を併記する。

道内の灰の年間発生量は，合計68.8千t/年，PS由

来分を除く場合は32.8千t/年と推計された（第4表）。

方法でも述べたとおり，推計はアンケートを送付し

た149事業者中の85事業者の回答より行ったものだ

が，関係方面への聞き取り等から残る64事業者の灰

の年間発生量は合算しても数十～数百 t（全体の

数%程度）で小規模と推測されるため，推計結果が

大きく変わることはないと考える。

業種別にみると，紙製造業での発生量が，PS由

来灰の有無によらず最も多かった。PS由来灰とそ

れ以外の木質バイオマスに由来する灰の重量比は

7:3であった。紙製造業以外では，発電所・熱供給

業での発生量が多く，次いで木材関連産業，その他

の産業，公共機関の順に発生量は少なくなった。

アンケート実施の前年（2019年）に道内でエネル

ギー源として使用された木質バイオマス（PSは含

まない）の量は，概算で1,400千m3，700千t/年であ

り6)，文献7,8)などに基づいて灰分率を3%とすると，

灰の年間発生量は21.0千t/年と計算される。これに

対して今回の推計値（PS灰を含まない）は32.8千t/

年であり，11.8千t/年の乖離があった。これについ

ては，枝条・伐根類や建築解体材を使用する一部の

事業者で灰分率が高い事例があり（15.9千t分），そ

れが影響した可能性が高い。仮に，当該事例につい

て燃料使用量を変えずに灰分率のみ3%に補正した

場合（＝灰の推計発生量×3/実際の灰分率），本研

究での推計値は9.1千t減の23.7千t/年となり，先述の

木質バイオマス使用量から計算する値（21.0千 t/

年）と近い値を示す。このことから，今回の推計値

は道内での灰の年間発生量として妥当と判断される。

道内の灰の年間利用量は，合計62.1千t/年，PS由

来分を除くと26.1千t/年と推計された（第4表）。推

計はアンケートを送付した149事業者中の85事業者

の回答より行ったものだが，年間発生量の場合と同

様に，残る64事業者の利用量を加えても推計値の変

化は数十～数百t程度と考えられる。また，灰の年

間発生量に対する利用量の率（以下，利用率とす

る）は，業種全体では90%，PS由来分を除いた場合

でも80%と高かった。

業種別にみると，紙製造業や発電所・熱供給業で

の利用量が多く，発生量に対する利用率も高かった。

一方，木材関連産業，その他の産業，公共機関では，

相対的に利用量は少なく，利用率は特に木材関連産

業とその他の産業で低かった。既報4)では，アン

ケートにおける各業種の回答事業者のうち灰を利用

する事業者の割合について触れ，紙製造業と発電

所・熱供給業でその割合が高く，他の3業種では相

対的に割合が低いことを述べた。このことを合わせ

て考えると，紙製造業や発電所・熱供給業では灰利

用に取り組む事業者の割合が高く，灰の利用率も高

いのに対し，他の業種では灰利用に取り組む事業者

の割合が相対的に低く，特に木材関連産業とその他

の産業では灰の利用率も低いと整理される。

灰の年間発生量より利用量を差し引いて算出され

る未利用量は，合計6.7千t/年（PS由来分を除いた場

合も同じ）であった（第4表）。また，そのうちの

95%は，木材関連産業（3.2千t/年，48%），発電

所・熱供給業（2.2千t/年，33%），その他の産業

（0.92千t/年，14%）の灰であり，これらの灰が今
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後利用を検討すべき主な対象となる。これに関連し

て，灰利用の拡大に向けては，次の2点が重要であ

る4) 。1点目として，灰の利用事業者の割合が低い

木材関連産業，その他の産業，公共機関では，灰利

用に関する意識や知識を持たない事業者が多いため，

灰利用の意義や方法について情報提供を行うこと，

また2点目は，灰利用上の支障として，重金属の含

有や，クリンカ・異物の混入，利用先の確保，成分

分析の手間といった問題が上記3業種や発電所・熱

供給業から挙げられており，その解決を図ることで

ある。

今回のアンケートの後，道内では新規の木質バイ

オマス発電所が稼働するなど，灰の発生や利用の状

況は変化が続いている。今後も木質バイオマスエネ

ルギーの利用増加が見込まれるため9)，灰の発生量

も増えると予想される。現状では，灰の発生量や利

用量の定期的な調査は行われていないが，今後，灰

の管理が一層必要になると考えられることから，定

期的かつ定量的な把握が望まれる。
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